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令和５年度事業計画 

 
Ⅰ 令和４年度の取組の概要 

誰もが住み慣れた地域で、その人らしく暮らし続けることが出来るよう「たすけ 

あい ささえあう 福祉でとおのづくり」を基本方針とし所要の事業に取組みました。 

 

 １ 法人全体「たすけあい、ささえあう、福祉でとおのづくり」の推進 

 （１）オール社協（地域福祉と介護保険事業）による連携・協働の推進 

２ 総務企画 

 （１）第９回遠野市社会福祉大会の開催（隔年開催） 

 （２）社会福祉法人等連絡会での連携・協働による事業開発に向けた検討 

 ３ 地域福祉 

 （１）新たな地域支え合い推進のため包括化推進員を配置 

 （２）自立生活相談事業に就労準備支援を追加受託し専任の相談支援員を配置 

 （３）丸ごと相談員の充実と他法人との連携 

 ４ 在宅福祉 

 （１）介護職員等の処遇改善に向けた取り組み 

 （２）宮守地域における法人連携による相談機能の強化 

 （３）感染症、災害等の事業継続の取り組み（感染 BCP、災害 BCP） 

 （４）適正な介護保険事業の運営検討（ふれあいホーム、ショート上郷） 

 

Ⅱ 令和５年度事業の基本方針 

  多様化する地域社会において、住民一人ひとりの「暮らしと生きがい」、「地域」を

ともに創っていく「地域共生社会の実現」に向け、「たすけあい ささえあう 福祉

でとおのづくり」を基本方針とし所要の事業に取組みます。 

  併せて、持続可能な経営基盤を確立するため、生産性の向上と業務の効率化を目指

し、社協ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を進めます。 

 

１ 法人全体「たすけあい、ささえあう、福祉でとおのづくり」の推進 

 〔推進項目〕 

（１）オール社協による連携・協働による地域福祉の推進 

（２）地域福祉活動計画・中期経営計画の中間年としての検証 

 

２ 総務企画 

〔推進項目〕 

（１）勤怠管理システムの導入及び人事・給与・財務会計システムの包括的な構築 

（２）第３回ふれあい福祉のつどいの開催（隔年開催） 

（３）社会福祉法人等連絡会での連携・協働による事業の実施 

（４）理事監事の改選期 

 



 ２ 

３ 地域福祉 

〔推進項目〕 

（１）個別支援から地域福祉活動への支援、多分野・異業種との協働による地域づく 

りの推進 

（２）地域福祉活動計画２０２１（Ｒ３～Ｒ７）の推進と進行管理 

 

４ 在宅福祉 

〔推進項目〕 

（１）介護保険事業システムの見直し（すこやかサン⇒ほのぼの）による介護事業所

の生産性向上と負担軽減 

（２）配置基準に基づく事業所運営 

（３）令和 6年度介護報酬改定に向けた体制整備 

（４）感染症対策の継続的な取り組み 

 

Ⅲ 令和５年度事業 

 法人運営 

 １ 法人運営部門としての総務企画課 

適切な法人運営と効率的な事業経営を行うため、財務、人事管理をはじめ、組織全体に関

わる企画調整を行います。 

事業名      事業概要 時期等 達成目標 

（１）組織運営 

法人運営 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 組織体制 

  法人全体の運営を 3課１福祉セ

ンター10事業所とする 

② 財務運営、管理 

 ア 月次単位及び四半期毎の経営

状況の分析及び予算管理 

③ 組織・事業運営の適正化 

ア 法人の公益性の徹底 

イ 経営情報の適切な開示 

ウ 組織ガバナンスの強化 

④ 適切な人事管理 

ア 計画的な職員採用、異動 

 ⑤ システムの包括的な連動の構築 

 ○新  

ア 勤怠システムの導入    

イ 各システム（勤怠・人事・給

与・財務会計の連動 

○新  

⑥ 職員給与及び非常勤賃金 

ア 最低賃金法の改正に伴う給料

表の見直し検討 

イ 非常勤職員賃金の見直し検討 

○新  

 ⑦ インボイス制度の導入に伴う適

格請求書及び領収書への対応 

通年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
10月～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ３ 

（２）会議及び研修等の開催 

会議の運営  ① 事務局会議 

 ② 三役・課長・所長会議  

 ③ 理事会 

 ④ 評議員会 

 ⑤ 監査  

月 1回 

月 1回 

月 5回 

月 4回 

年 4回 

ア 情報共有 

イ 課題の共有と解決策の

提案・決定 

ウ 組織の方針・方向性確認 

エ 組織運営状況の評価 

オ 役員改選 

各種委員会の開

催 

 ① 経営・資金管理委員 

 ② 福祉の森管理委員会 

 ③ ボランティア活動センター運営 

委員会 

 ④ 生活福祉資金貸付調査委員会 

 ⑤ たすけあい更生資金貸付運営委 

員会 

 ⑥ 心配ごと相談所運営委員会 

 ⑦ 成年後見制度法人後見事業運営 

委員会 

 ⑧ 評議員選任・解任委員会 

 ⑨ 役員推薦委員会 

年 2回 

随時 

年 1回 

 

随時 

随時 

 

年 2回 

随時 

 

随時 

随時 

 

 

（３）役職員研修会の開催 

役職員研修の開

催 

 ① 県社協主催のセミナー等参加 

 ② 新任役員研修の実施 

  

 

（４）各種計画の進行管理 

各種計画の推進 ① 地域福祉活動計画 2021進行管理 

  令和３年４月１日から（５か年） 

通年 ア 地域福祉計画と連携 

イ 計画の進行管理 

② 中期経営計画 2021進行管理 

  令和３年４月１日から（５か年） 

通年 ア 進行管理と実績の分析 

（５）総合福祉センターの管理運営 

管理運営 ① 遠野市補助金による管理運営  【予算】 9,963千円  

（６）関係機関及び福祉団体等との連携 

社協支部等及び

ふるさとづくり

市民会議、地区

センターとの連

携 

① 社協会費、共同募金事業への協力 

② 支部長等会議の開催 

③ 社協支部等の運営費、地域福祉活 

動費の助成 

④ 地域福祉懇談会及び地域福祉推進

研修会の実施 

①会費６

月、共同

募 金 10

月・12月 

②年 2回 

③通年 

④随時 

【支部助成予算】 

3,898千円 

【一人暮らし高齢者交流事 

業予算】   660千円 

福祉基金運用益

による福祉活動

の助成 

① 福祉基金設置運営規則第 7条 8条 

に基づく 

ア 継続事業の充実 

 イ 新たな地域支え合い等のため

の新規事業の取組み支援 

通年 

 

通年 

通年 

【予算】 6,427千円  

ア 継続事業 

（ア）社協事業 

 (イ) 民間福祉団体助成 

イ 新規取組み検討 

 (ア) 支部活動支援事業 



 ４ 

遠野市社会福祉

法人等連絡会 

① 市内の社会福祉法人、医療法人等

がそれぞれの専門性を活かし、連携や

協働体制の強化を図り、市民の福祉向

上や地域福祉を推進していく。 

通年 ア 代表者会議 年１回 

イ 幹事会   適 宜 

○新  

（ア）市民向け出前講座へ

の講師派遣事業の検討 

（イ）実習受け入れ指導体

制の連携検討 

福祉バザーへの

協力 

① 実行委員会で開催 

② 市民からの寄附物品を販売し、益 

金は福祉団体等の活動財源及び「共 

同募金」への寄附となる。 

③ 市民の福祉に対する関心や理解を 

深め、地域での「新たな支え合い」 

を推進するため、関係団体や中学校 

と連携して開催する。 

 

○新  

④ 更なる集客を見越し、とぴあ会場

による開催を含めた新たなバザー形

態の検討及び実施 

９月 

１０月 

【予算】  150千円  

ア 遠野地区 １０月 

（ア）関係機関と連携 

（イ）中学校との連携 

イ 宮守地区１０月 

（ア）躍進みやもりまつり 

との連携 

（イ）西中学校との連携 

（７）ふれあい福祉のつどい開催 

第３回ふれあい

福祉のつどいの

開催 

① 地域福祉を推進することを目的

にテーマを定め開催 

11月 【予算】  460千円  

ア 市民及び福祉関係者向

けの講演会 

 

（８）人材確保など 

人材確保対策 ① 介護実習新カリキュラム習得によ
る実習生の受入れ 

② 各種学校との情報交換 
③ 情報発信（HP・福祉だより等） 
④ 遠野市社会福祉法人等連絡会での 
連携協働 

① 通年  
② 通年 
③ 通年 

ア 実習生の積極的受入れ 

イ 実習指導者の育成・確保 

（社会福祉士・介護福祉士

等） 

 

職員研修の充実 ① 職員研修の実施による資質向上 
② 国家資格等の取得の奨励 

介護支援専門員、介護福祉士、介
護初任者研修、介護実務者研修の受
講ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ 

① 全体
研修 

② 通年 

 

【予算】 100千円  
 

 

奨学金返済助成

事業 

① 新卒者雇用促進、現職員離職防止 
ア 助成内容 
（ア）助成率 1／2（年間総返済額） 
（イ）助成上限 96,000円／人   

  ※遠野市奨学金返済支援制度の
2/3の額とする。（144,000円） 

（ウ）助成期間  最大 5年 

採用時、
随時 
 

 

【予算】 388千円  

 

 
 
 
 
 



 ５ 

地域福祉 
１ 相談支援体制の充実 

「困りごと・悩みごと」を住民の身近な地域で、世代や属性を問わず丸ごと受け止め、つな 

がり続ける支援体制を構築します。 

(１) 途切れることのない相談・支援体制の構築 

  市内９地区（２地区は他法人が担当）へ「丸ごと相談員」を配置。身近な相談窓口として 

市民の困りごとに対応します。制度の狭間をつなぎ、途切れることのない相談・支援体制の 

構築を更に強化します。 

事業名 事 業 概 要 時期等 達 成 目 標 

相談支援関

係 

複雑化、複合化した個人・世帯を置き

去りにせず、必要な支援を届けるために

相談員各々のアセスメント力や気づき

の視点等のスキルアップを目的に生活

支援チーム内での事例検討（内部研修）

を実施する。 

① 社協内の相談支援体制整備と相 

談職員の育成 

② 課題解決に向けた関係機関、地域 

住民との連携強化 

通年 ア 生活支援チームの設置 

定例会  月１回 

イ 内部研修会の実施 

 ・事例検討、ＣＳＷ研究 

年４回 

我が事・丸ご

と地域づく

り推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

（遠野市受託事業） 

多機関協働事業 

① 包括化推進員 1名を健康福祉の里 

に配置 

② 複雑化・複合化した様々な課題解 

決の支援のため以下を実施 

ア 本人等に対する支援の実施 

イ 重層的支援会議の開催 

   ウ 遠野市支援会議への協力 

エ 支援関係機関・包括的相談支援

事業所との連携 

オ 丸ごと相談員に対する支援 

カ 研修会実施・有識者等との連携 

通年 【予算】総額 40,813千円  

 

ア 相談対応   随時 

イ 重層的支援会議 

         月 1回 

ウ 遠野市支援会議への協 

力        随時 

 エ 各種会議・研修会への 

  参加     随時 

 オ 丸ごと相談員との定例 

  会議     月１回 

 カ 研修会の開催 年２回 

継続的支援事業（丸ごと相談員） 

 ① 地区センターへ丸ごと相談員配置 

（社協７地区） 

② 地区ごとに以下の事業に取組む 

ア 相談支援 

   属性にとらわれない受け止めと 

解決に向けた関係機関の連携 

  イ 参加支援 

     多様な参加をコーディネートす

る仕組みづくり 

ウ 地域づくりに向けた支援 

     居場所を通じた孤立防止と、人 

   と人が支え合うネットワークづく 

り 

 

通年 

 

ア 会 議     随時 

(ア) 担当地区会議 

 (イ) 関係機関会議 

イ 実態把握 

(ア) 要援護者実態把握   

(イ) 要援護者基本台帳 

   全地区で整備・運用 

ウ 実施事業 

(ア) ニーズ把握・マッチ

ング 

(イ) プラン作成 

(ウ) 支え合いマップづく 

り及び活用 

 ○新  

（エ）小さな拠点での支え 



 ６ 

 

 

 

 

合い会議（小地域ケア 

会議）の開催 

エ 研修参加   適宜 

生活困窮者

自立促進支

援事業 

 

 

（遠野市受託事業） 

①  生活困窮者自立促進支援事業 

  遠野健康福祉の里内に専任相談支

援員 4名を配置し、生活困窮者や困窮

に陥る恐れのある人等を対象に包括

的相談支援を実施する。 

② 事業内容 

ア 自立相談支援事業 

イ 家計改善支援事業 

ウ 就労準備支援事業 

③ 関連事業 

ア 生活困窮者食料支援事業 

 イ 居場所・活躍支援 

（ア）無料職業紹介事業 

（イ）就労を見越した居場所支援 

ウ フリースペースふらっと運営 

（ア）当事者支援 

（イ）当事者家族会との関係性構築 

 

④ 関係機関との連携 

 ア IWATE・あんしんサポート事業 

 イ フードバンク岩手との連携 

 ウ ボラセン、各地区丸ごと相談員 

 エ 市外社会福祉協議会 

⑤ 相談会開催 ○新  

ア 関係機関との合同相談会企画開 

 催 

 

通年 

【予算】  19,423千円  

 

事業目標    

ア 新規相談件数  60件 

イ 支援対象件数 2,000件 

ウ 自立プラン作成 30件 

（家計プラン・就労準備支 

援事業プラン含む） 

エ 終結目標件数  15件 

 

関連事業 

ア フードドライブ 6件  

（ア）無料職業紹介事業 

職業マッチング 12件 

（イ）就労準備支援事業に係 

る居場所支援  ５件 

ウ  

（ア）フリースペース開所数 

         51回 

（イ）関係団体会議等への参 

 加        2回 

 

 

 

 

ア くらし・あんしん相談会

（仮称）開催   3回 

心配ごと相

談所運営事

業 

 

① 心配ごと相談所運営(自主事業) 

市民の困りごとや悩みを受け止め、 

問題解決に向け支援 

 ア 専任相談員の配置 ２名 

イ 弁護士による無料相談 

遠野ひまわり基金法律事務所弁 

  護士の協力 

ウ 職員による相談受付 随時 

 

 

 

通年 

 

 

 

適宜 

【予算】   240千円  

相談所の開設 

ア 専任相談員対応 

(ア) 遠野地区 

月２回（第１・第３金曜日） 

(イ) 宮守地区 

月１回（第３水曜日） 

イ 弁護士対応 

(ア) 遠野地区 

奇数月第３金曜日 

(イ) 宮守地区 

偶数月第３水曜日 



 ７ 

資金貸付関

係 

① 低所得者、障がい者及び高齢者等に 

対する生活に必要な資金貸付と相談 

支援 

ア 生活福祉資金貸付事業  

イ たすけあい更生資金貸付事業 

 （自主事業） 

(ア) 貸付相談受付と償還支援 

(イ) 自立生活相談窓口との連携 

(ウ) 事務手続き  

(エ) 生活福祉資金貸付調査委員会 

・たすけあい更生資金貸付運営 

委員会開催 

 

 

 

通年 

 

 

 

 

 

適宜 

生活福祉資金貸付事業 

【予算】422千円  

㋐ 新規相談受付 

㋑ 償還に係る支援 

 

たすけあい更生資金貸付 

事業（自主） 

【予算】300千円  

㋐ 新規相談受付 

㋑ 償還に係る支援 

（２）権利擁護の推進 

   権利擁護を推進するための相談・支援体制を強化します。 

事業名 事 業 概 要 時期等 達 成 目 標 

釜石・遠野地

域成年後見

センター遠

野サテライ

トの運営事

業 

① 釜石・遠野地域成年後見センター 

 遠野サテライトの運営（受託事業） 

判断能力が不十分なために意思決

定が困難な方の権利を守るため、相談

支援、権利擁護の啓蒙活動、支援のネ

ットワーク構築等を行う 

ア 専任職員 1名の配置 

イ 成年後見制度周知活動 

ウ 相談対応、成年後見制度利用申立 

書類作成支援 

エ 市民後見人のフォローアップ、相 

談対応 

通年 

 
 

【予算】   6,482千円  

 

ア 成年後見制度周知活動 

(ア) ネットワーク会議 

3回 

(イ) 出前講座   3回 

イ 相談対応    120回 

ウ 申立書類作成支援 10件 

エ 市民後見人の育成・フォ 

ローアップ研修   2回 

オ 釜石・遠野地域成年後見 

ネットワーク会議（随時） 

カ 関係者等によるモニタリ 

ング会議の実施（随時） 

成年後見制

度法人後見

事業 
 

① 成年後見制度法人後見事業 

（自主事業） 

認知症や精神障害、知的障害など判 

断能力が不十分なために意思決定が

困難な人の権利を守るため、法人とし

て成年後見人等を受任し財産管理や

身上保護を行う 

ア 受任事務の実施 

(ア) 面接、本人状況確認 

(イ) 親族との情報共有 

(ウ) 財産管理 

(エ) 家庭裁判所との連携、定期報告 

イ 後見業務の効率化を図る 

通年 【予算】   2,376千円  

 

ア 受任可能件数  15件 

イ 運営委員会の開催 

ウ 他法人との連携  

 

日常生活自

立支援事業 

① 日常生活自立支援事業  

（釜石基幹社協への協力） 

判断能力に不安を持つ方が安心して 

生活が送れるよう福祉サービスの利用 

手続きの援助や代行、日常的金銭管理 

通年 ア 釜石基幹社協への協力 

(ア) 相談対応、受付 

(イ) 関係機関との情報共有 

（ウ）利用者支援の実施 
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などの支援について基幹社協と連携し 

て取り組む 

障がい者不

利益取扱い

相談窓口設

置運営事業 

① 障がい者不利益取扱い相談窓口設置

運営事業 （県委託事業） 

  障がい者等から不利益な取り扱い相 

談を受け、地域で暮らす障がいのある 

人の権利擁護を推進する 

随時 ア 事業の周知 

（ア）相談対応、受付 

 

２ 新たな支え合い活動拠点づくりの推進 

支え合いの輪を広げ、誰もが役割を持ち活躍できる地域づくりを推進します。 

(１) 担い手・ボランテイア等の育成支援とプラットフォーム機能の強化 

   小さな拠点が、地域の課題解決のため担い手やボランティア調整ができるプラットフォー 

ムとして機能できるよう、「丸ごと相談員」とボランティア活動センター職員が連携して取 

り組みます。活動推進のために、遠野市ボランティア活動センターの体制を強化します。 

事業名     事 業 概 要 時期等    達 成 目 標 

ボランティア

活動センター

設置運営 

① ボランティア活動センター設置運営    

地域住民が自らボランティア活動へ 

の参加を促進するための育成及び資源 

開発など仕組み作りを支援する 

  

② インフォーマルな資源開発に向け

た取組み 

  丸ごと相談員、包括支援センター等 

の関係機関と連携し、地域における助

け合い・支え合い活動の担い手（ボラ

ンティア）を創出する支援を行う 

 

③ 福祉教育の推進 

 ア 福祉教育実行委員会の検討 

福祉教育推進のための委員会を検 

討し、参加者や目的ごとに異なるメ 

ニューの開拓・情報収集をするイ 

福祉教育の実施 

 【予算】  7,509千円  

ア 体制強化 

(ア) 地域福祉課に本部機

能を置き、 住民・ちょ

ボラ・地区相談員等との

連携を強化する。 

(イ) ニーズ把握のための

連携（包括、サービス事

業所、丸ごと相談員等） 

イ ボランティア活動センタ

ー連絡会議実施  月１回 

ウ 活動の推進 

(ア) ｷｬｯﾌﾟﾊﾝﾃﾞｨ体験 

(イ) ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ育成講座 

  ㋐ 手話講座    年２回 

㋑ 生活支援ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ  

(ウ) ボランティア運営委 

員会          年 1回 

エ ボランティア連絡協議会 

運営支援 

オ ボランティア団体・個人 

の活動支援 

災害対応 

 

① 災害を想定し、関係機関と協力し災 

害対応訓練を実施 

ア 災害ボランティアセンター設置運 

営訓練 

 イ 災害時、遠野市との「災害ボラン

ティアセンター設置運営協定」に基

づく対応 

② 愛知県大口社協（災害協定締結社 

協）との連携 

 

 

 

随時 

 

随時 

 

 

ア 関係機関（行政、消防、 

専門 NPO等）との連携 

イ 大口社協とのオンライン 

会議実施 
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（２）小さな拠点における、新たな支え合い、住民福祉活動の推進 

   住み慣れた地域で誰もが安心して暮らし続けることが出来るよう、小さな拠点において支 

  え合いの輪を広げる取り組みを強化していきます。 

事業名    事 業 概 要 時期等   達 成 目 標 

ふれあい・い

きいきサロン

支援助成事業

（市補助・共

同募金配分事

業） 

① ふれあいいきいきサロン支援助成

事業 

高齢者の閉じこもり防止、介護予

防、交流の場として各地域で開催す

るサロンを支援する 

 

随時 【予算】  2,400千円  

 

ア 活動費助成 

イ 各種助成金案内（随時） 

ウ 新規立ち上げ支援 

エ 運動指導員派遣（随時） 

オ サロン交流会（年１回） 

カ 送迎支援（支部単位） 

 

【送迎支援予算】550千円 

 

生きがい活動

支援通所事業

(市受託事業） 

① 生きがい活動支援通所事業 

 （通称：サテライト事業） 

 高齢者の介護予防や健康づくり、生

きがい活動の場として専任職員を配

置して実施 

通年 

 

【予算】 25,120千円  

ア 実施場所 

市内コミュニティセンタ

ー18ヶ所 

地区センター3ヶ所 

高齢者等の生

活支援事業 

（ 市 受 託 事

業・自主事業） 

 

① 配食サービス事業 

ア「食」の自立支援（市受託） 

イ 在宅支援食事サービス事業 

（自主） 

② 福祉有償運送事業 

ア 外出支援サービス（市受託） 

イ 移送サービス（自主） 

通年 

 

 

【予算】10,147千円  

【予算】 1,074千円  

 

 

【予算】4,439千円  

【予算】2,445千円  

家族介護者支

援対策事業 

① 家族介護者教室開催事業（市受託） 

② 家族介護者交流事業（市受託） 

 

通年 

 

ア 各町単位で開催を目指  

 す 

【予算】280千円  

イ 日帰り型 40名 

【予算】585千円  

（３）高齢者・障がい者・児童、ひきこもり、依存症など領域を問わない拠点（居場所）づくり 

の推進 

 年齢や性別、心身の障がいの有無に関らず、お互いの個性や尊厳を認め合い、誰もが地域 

で孤立することなく、何らかの役割を持って共に生活していく地域社会をめざします。 

事業名     事 業 概 要 時期等    達 成 目 標 

市民交流サロ

ン「ちょボラ」

運営 

① 市民交流サロン「ちょボラ」運営 

市民誰もが気軽に立ち寄り交流でき

る「まちかど交流サロン」として運営 

ア 会議室・展示コーナー・事務機器

の貸出 

通年 

 

 

ア 若者フリースペスの実施 

（ひきこもり者等の居場 

所、活動の拠点として） 

イ 年齢や対象を限定しな

い、市民の居場所づくり 

 遠野市地域

活動支援セン

ター 

「カムカム」

（Ⅲ型）の設

① 遠野市地域活動支援センター「カム

カム」の運営（「ちょボラ」内に設置） 

   障がい者総合支援法に基づき、障が 

いのある人を対象として、創作的活 

動、生産活動、社会との交流促進の機 

通年 【予算】  10,068千円  

ア 専任スタッフ ２名 

イ ピアスタッフ ２名 

ウ 利用登録者  30名 

エ 開所日（火～日） 
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置運営 

（遠野市補助

事業） 

 

会を提供し支援する 

  

 

オ プログラム活動の実施 

(ア) 学びのプログラム 

(イ) 体験のプログラム 

(ウ) 交流のプログラム 

(エ) 就労に向けたプログ 

ラム 

(オ) ピアスタッフによる 

プログラム 

(カ) その他 

カ 地域との交流促進 

在宅障がい

者交流事業 

（自主事業） 

 

① 在宅障がい者交流事業 

  障がい当事者や家族会、関係機関団

体等と協力し、行事を実施 

随時 【予算】   300千円  

ア 市民講座、意見交換会 

イ はたちを祝う会  

ウ ふれあい乗馬 6回/年 

（5～9、11 月）

エ バスハイク 1回/年 

    

３ 連携や協働の強化 

地域生活課題の解決に向け、住民と協働して取り組みを進めると共に、あらゆる分野と横断

的な連携を推進します。 

(１) 暮らしを支えるあらゆる分野と横断的な連携を推進  

   地域生活課題の解決に向け、小さな拠点において住民と協働して取り組みを進めると共 

に、市内全域において、福祉領域に限らず生活に関わるあらゆる分野と横断的な連携を推進 

していきます。 

事業名     事 業 概 要 時期等    達 成 目 標 

民生児童委員

活動との連携 

① 民生委員と連携を強化し地域福祉を

推進 

 【予算】   87千円  

ア 会長・副会長連絡会への 

参加（事務局職員）月１回 

イ 地区民協定例会への参加 

 （地区担当職員）月１回 

ウ 広域社協事業（研修会等）

の実施  年１回 

ふれあい農園

事業 

 

農園作業、ほうきづくりによる交流の

場と趣味活動の場の創出 

① ふれあい農園の活用 

ア 地域団体や関係機関との連携によ 

り農園作業の実施 

② 「マイほうきづくり講座」の実施 

ア 各地区でのほうき草栽培と「マイほ

うき作り講座」の実施 

通年 【予算】 133千円  

ア 希望者への種配布によ 

るほうき草栽培 

イ ふれあい農園の活用 

ウ フリースペースや地活利 

用者等の参加 

日常生活用具

貸与事業 

 生活用具を貸与することにより日常

生活の便宜を図る 

① 車イス 

  疾病や障がいにより歩行困難な方

に対し、10日以内の貸出 

○新  

② 反射式ストーブ 

通年 【予算】 

ア 貸与物品の点検、整備 

 ㋐ 車イス 10台 

 ㋑ 反射式ストーブ 1台 

 ㋒ 必要に応じて追加 

 

イ 要援護者や困窮者支援に
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  困窮等の理由により、冬季間の生活

が困難な方への緊急支援として貸出 

③ その他 

  要援護者や困窮者支援として必要

な物品の検討、整備 

必要な物品の拡充に向け

た取り組み 

(２) 災害時要援護者支援のため、平時から住民、行政、関係機関が連携し住民支え合いを強化 

令和 2年度に実施した「高齢者等見守り体制構築事業（調査）」を基礎データとして、地域

で平時も災害時も支え合えるよう取り組みを強化します。 

事業名     事 業 概 要 時期等    達 成 目 標 

地域福祉推進

基礎データ管

理運営業務 

① 災害時要援護者の調査及び個別計画

の作成 

  障がい者、要介護者、高齢者等に対

した訪問調査を行い、災害時の避難行

動について計画を作成する 

 

② 個別計画の管理 

  各地区センター（福祉センター）毎

に個別計画を保管し、閲覧の調整及び

管理を行う 

通年 【予算】 

ア 個別計画の作成、加除、

更新 

 

イ 個別計画の保管 

 

ウ 個別計画閲覧の調整、閲

覧簿の整備・管理 

災害時要援護

者支援 

① 住民支え合いマップを活用した地域 

資源と課題の把握、課題解決に向けた 

支え合い活動の見える化 

② 指定福祉避難所の開設、運営 

ア 防災備品の計画的な備蓄 

イ 開設時の職員配置 

（事業所間連携） 

通年 

 

 

随時 

① 丸ごと相談員を中心に各 

地域で実施 

 

② 指定福祉施設４ヶ所 

(ア) ふれあい薬研渕 

(イ) ふれあい上郷 

(ウ) ふれあい小友 

(エ) ふれあい附馬牛 

    

４ 広報・啓発活動 

住民による支え合い活動が活発に行われるように、役立つ情報の発信や、地域の取組みなど 

を積極的に紹介します。 

（１） 福祉サービスや地域福祉活動の情報発信を充実 

事業名     事 業 概 要 時期等    達 成 目 標 

情報発信の充

実 

 

    

 

① 広報委員会の運営 

地区相談員や介護保険事業所等との 

連携を図る。また、必要に応じて法人 

間連携を図ることにより遠野の福祉促 

進の一手になる。 

② 福祉だよりの発行 

③ ホームページの更新 

④ 遠野 TVの活用 

○新  

⑤ 地域の情報をより身近に発信できる

よう、ホームページのリニューアル。 

年 6回 

 

 

 

 

年 6回 

随時 

随時 

【予算】  1,955千円  

ア 福祉だよりの発行 

 年 6回、奇数月第 3木曜日 

イ ホームページの更新 

     年 48回（月 4回） 

ウ 遠野 TVの活用 （随時） 

(２) 住民福祉活動や社協活動の循環等、また社協会費や共同募金等の循環の見える化を促進 

   「自分のまちをよくするしくみ」を進めるため、寄付や募金を積極的に呼びかけ、地域福 

祉の財源確保に努めていきます。 
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事業名     事 業 概 要 時期等    達 成 目 標 

活動と財源の

循環、見える

化促進 

① 地域福祉推進のための財源として募 

金寄付の見える化、啓発活動 

通年 ア 社協・共募事業の広報 

掲載による PR 

イ 共募配分金による一般

公募枠の事業実績  

 700千円  

ウ 赤い羽根共同募金の実 

績額     6,927千円  

    

５ 在宅福祉（介護保険事業） 

（１）介護保険事業の活動基盤等強化の取組み 

持続可能な適

正運営 

① 新システムの有効活用（全事業所） 

生産性向上、事務作業等の負担軽減 

 ・タブレット端末、音声入力（訪問看

護、デイサービス、ショートステイ） 

 ・事業所間での情報共有 

・レセプト一括送信、合算請求書の発 

行 

・統計管理（データ化の業簡素化） 

・経営分析シート（全社協版）を活用

した経営基盤の強化 

② 遠野市公の施設指定管理運営 

 （期間：令和 5年 4月～令和 8年 3月）  

・ふれあいホーム 4事業所 

○新 新たに指定管理料 

③ 配置基準をベースにした適正な人

員配置及び専門職種別の業務分担化 

  ・ふれあいホーム 4事業所、ショート

ステイ上郷 

④ ふれあいホーム附馬牛 

 ・地域密着型通所介護事業所への小規

模化 

⑤ 居宅介護事業所 

ア 特定事業所加算ⅠまたはⅡの継 

続取得 

イ ともり会職員出向による相談支 

援機能強化継続、相談対応環境の改 

善（宮守） 

⑥ ヘルパーステーション薬研淵 

・訪問入浴介護の事業継続の模索 

⑦ 訪問看護ステーションとおの 

・医療機関との連携強化による、医療

保険対象者の拡充 

⑧ 科学的介護加算（LIFE 加算）の算

定検討 

 ・全サービス事業所 

 

通年  
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（２）介護職員等の処遇改善 

介護職員の処

遇改善 

① 職員の処遇改善を目指した加算取  

 得 

・介護職員処遇改善加算Ⅰ 

・ベースアップ等支援加算 

・○新 特定介護職員処遇改善加算 

通年 加算総額 37，213千円 

（３）安定的・継続的に提供される体制の構築 

感染対策の継

続強化 

① 感染対策指針及び事業継続計画（感

染 BCP）の実践 

② 感染状況等に合わせた BCPの修正 

③ BCP に基づく研修、訓練（シュミレ

ーション）の実施 

通年 

 

 

 

 

事業継続に向

けた取り組み

の強化（災害

BCP） 

① 災害事業継続計画（災害 BCP）の策

定、研修の実施、訓練（シュミレーシ

ョン）の実施 

ア 災害時の職員行動指針の再構築 

イ 非常災害対策（消防計画、洪水避難 

計画など）の訓練の実施 

通年  

人材確保に向

けた取り組み 

再掲 

① ○新 介護実習指導者講習の受講 

ア 新カリキュラムを取得し、指導力 

を強化 

イ 各種学校への情報提供、実習生の 

誘致 

通年  

ア 6名受講 

 

  

（４）地域包括ケアシステムの推進 

認知症への対

応力向上に向

けた取り組み 

① 職員の知識、技術向上 

認知症介護実践者研修の受講 

② 認知症の人と家族の会開催事業、認

知症高齢者等徘徊ＳＯＳネットワー

ク事業、認知症サポーター養成事業へ

の協力 

通年 ① 5名取得 

地域共生社会

実現に向けた

取り組み 

① 通いの場における専門職による技術 

支援（理学療法士等）の継続 

※「地域介護予防活動支援事業にお 

けるリハビリテーション専門職による

技術支援業務」 

② 訪問介護、訪問入浴、通所介護事業 

所での障害福祉サービスの提供継続 

25 回 /

年 

 

 

 

通年 

 

 

６ 介護保険事業所関係 
（１）居宅介護支援事業所 

事業名 経営目標 達成目標 

居宅介護支援

事業所とおの 

【経営目標】 

① 特定事業所加算Ⅰの取得 

② 相談から支援へ迅速に対応し、目標件数を維持 

③ 他法人と連携し、研修の企画による地域全体のケ

アマネジメントの質の向上を図る 

年間目標金額： 

33,636千円 

介護保険 31,800千円 

総合/予防 1,440千円 

その他   396千円 



 １４ 

 

【処遇目標】 

① 心身や家族の状況に合わせた支援体制を調整す

る 

② 丸ごと相談員等と連携を図りながら、住み慣れた

地域での暮らしを支える 

月 1回包括支援センターとのケース検討会の開催 

 

給付件数（月平均）： 

介護保険     151.7件 

介護予防     20件 

総合事業      10件 

居宅介護支援

事業所上郷 

【経営目標】 

① 新規利用者の開拓、依頼ケースは断らない姿勢の 

継続。 

② 地区民協、丸ごと相談員、地区センター等との連 

携強化。 

③ 担当件数の適正管理による、年間計画の達成。 

 

【処遇目標】 

① 訪問面接や電話応対等、懇切丁寧な姿勢。 

② アセスメント力の向上による適正ケアプランの作

成と適切なサービス提案。 

③ 各種研修を計画的に受講し、更なる資質向上を目

指す。 

年間目標金額： 

27,077千円 

介護保険 24,384千円 

総合/予防 2,494千円 

その他   199千円 

 

給付件数（月平均）： 

介護保険    120件 

介護予防    22.4件 

総合事業    23.2件 

居宅介護支援

事業所宮守 

【経営目標】 

① 法人連携による体制強化の継続を図り特定事業

所加算Ⅱを継続取得 

② 医療機関・福祉施設との連携を行い、取得可能な

加算を取得 

③ 関係機関と連携と取り新規利用者の積極的な受

け入れ 

 

【処遇目標】 

① まるごと相談員と連携を取り宮守地区の相談窓口 

の強化を行う 

② 地域課題を確認しながら、不足している介護保険

サービスを補うため、新なサービスを構築の検討 

③ わかりやすい制度・サービスの説明、ケアプラン

の作成 

年間目標金額： 

29,229千円 

介護保険 27,957千円 

総合/予防 1,044千円 

その他   228千円 

 

給付件数（月平均）： 

介護保険     134件 

介護予防     7件 

総合事業      13件 

（２）訪問介護事業所 

ヘルパーステ

ーション薬研

淵 

① 訪問介護 

【経営目標】 

ア 積極的な新規介護利用者の受け入れ 

イ 効率よい稼働に取り組くみ、経営安定に繋げる 

ウ 特定事業所加算取得事業所としての質の向上に

努め、資格取得にも取り組む 

 

【処遇目標】 

ア 利用者の状態変化に伴う情報提供を迅速に行 

い、必要な支援に努める。 

イ 温かみのある対応と丁寧なサービス提供、傾聴 

に努める。 

エ 介護技術向上のための研修を計画的に取り組 

む。 

年間目標金額： 

 61,488千円 

介護保険 49,150千円 

総合事業  6,628千円 

その他      370千円 

障害福祉  5,340千円 

 

延利用人数（年）： 

介護保険  10,400人 

総合事業   2,340人 

障害福祉   1,870人 
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② 訪問入浴 

【経営目標】 

ア 新規利用の受け入れを積極的に行う 

イ チームで協力し、本人・家族の負担なく、喜ん 

でいただける入浴に取り組む。 

 

【処遇目標】 

ア  関係機関と連携し、ご利用者、ご家族が安心で

きるサービスに努める 

イ  温かみのある挨拶と言葉がけを励行する 

ウ 感染対策に留意し予防に努める 

年間目標金額： 

 4,928千円 

介護保険 4,147千円 

障害福祉   756千円 

その他     25千円 

 

 

延利用人数（年）： 

介護保険     420人 

自立支援      66人 

（３）訪問看護事業所 

訪問看護ステ

ーションとお

の 

【経営目標】 

① 毎月、積極的に新規利用者を受け入れ、柔軟なサ

ービス提供に努める 

②  多種多様なニーズに対応できるよう研修に参

加・復命し、職員個々のスキルアップに務める 

③ 介護保険、医療保険ともに目標金額を達成する。 

 

【処遇目標】 

①  医療機関、ケアマネ、各サービス提供事業等、

関係機関との情報共有・連携に務め、状態変化時

には迅速に対応する。 

③  サービス内容の均一化を図り、感染予防に努め、

ご利用者・ご家族様に安心・安全なケアを提供す

る 

③ 職員一人一人が健康・体調管理に努め、計画的に

休暇を取得し、心身のリフレッシュを図る 

年間目標金額(看護+ﾘﾊ

ﾋﾞﾘ):     36,239千円 

 

介護保険 24,466千円 

介護予防  6,341千円 

その他    126千円 

医療保険  5,306千円 

 

延利用人数（年）： 

（看護） 

介護保険  1,250人 

介護予防      144人 

医療保険     209人 

 

延利用人数（年）： 

（リハビリ） 

介護保険   2,025人 

介護予防   960人 

医療保険     258人 

（４）通所介護事業所 

ふれあいホー

ム薬研淵 

【経営目標】 

① 新規利用、臨時利用、利用回数増の希望に対し、

柔軟に対応 

② 個別機能訓練の実践を強化（午後の時間帯の実践） 

③ 口腔機能向上の重要性の認識と取り組みの継続 

④ 科学的介護情報システム（LIFE）の活用の継続 

【処遇目標】 

① 接遇の中でも特に「丁寧な言葉」を使いこなして

サービスを提供する 

② 研修の機会を確保する、特に内部研修により知

識・技術の標準化を目指す 

③ 気持ちの良い挨拶と安心できる送迎の実践 

④ 利用者の嗜好に合わせた食事の提供。季節感と彩 

のある食事の提供 

年間目標金額： 

100,495千円 

介護保険 86,321千円 

総合事業 9,993千円 

その他   2,009千円 

自立支援 2,172千円 

 

延利用人数（年）： 

介護保険    8,856人 

総合事業    2,004人 

自立支援     288人 

 

ふれあいホー

ム小友 

【経営目標】 

① 地域で開催される祭り等の行事（観覧）に参加す

る。 

② 地域住民にふれあいの情報発信として、おたより

年間目標金額： 

55,725千円 

介護保険 47,385千円 

総合事業 5,862千円 
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を地域へ配布する。 

③ 地域住民を主体とした夜学会を開催する。 

 

【処遇目標】 

① 自己選択できるようなレクリエーション活動の 

提供をする。 

② サロン等を活用しながら趣味活動を充実させる。 

   介護福祉士の資格取得を目指し、新たな加算に繋

げる。 

その他   1,845千円 

自立支援  633千円 

 

延利用人数（年）： 

介護保険   5,386人 

総合事業   1,336人 

自立支援   84人 

ふれあいホー

ム上郷 

【経営目標】 

① 上郷町広報誌に記事を掲載、地域 PRを強化 

② 感染対策を行い、慰問や外での活動を再開 

③ 体調の変化、早期発見と衛生管理の徹底 

 

【処遇目標】 

① 身体拘束ゼロの継続と徹底 

② 職員の研修機会を増加 

③ 利用者及び関係機関との密接な連携 

年間目標金額： 

68,775千円 

介護保険 59,360千円 

総合事業 6,379千円 

その他   3,036千円 

 

延利用人数（年）： 

介護保険    6,982人 

総合事業     1,300人 

ふれあいホー

ム附馬牛 

（地域密着型

通所介護） 

【経営目標】 

① 地域密着を目指した情報発信、地域交流の拡大 

② 新規利用者の開拓、臨時利用の柔軟な受け入れ 

③ 地区民児協、丸ごと相談員、地区センターとの連 

携強化 

 

【処遇目標】 

①利用者を尊重し、丁寧なサービスの提供  

②介護技術の向上  

③季節感、彩のある食事の提供 

年間目標金額： 

34,803千円 

介護保険 31,305千円 

総合事業 1,697千円 

その他   1,801千円 

 

延利用人数（年）： 

介護保険   3,510人 

総合事業      360人 

（５）短期入所生活介護事業所 

ショートステ

イ上郷 

【経営目標】 

① 新規や追加利用の調整を行い、月 88％以上の稼働 

率を目指す 

② 各種研修に参加し、介護技術及び認知症対応力の 

向上に努める 

③ 毎月 16日を感染症等予防対策再確認の日とし、 

当施設から感染者を出さず、安定した利用者受け入

れができる 

④ 各自が経費削減を意識して業務にあたる 

【処遇目標】 

① 接遇マナーを意識し、丁寧な対応を心掛ける 

② 利用者それぞれの心身状態に合わせ、自立支援を

念頭に入れたサービス提供を行う。 

③ 関係機関との連携を密に行い、利用者の心身状態

の把握に努める 

年間目標金額： 

88,701千円 

介護保険 66,313千円 

予防事業  1,002千円 

食費居住費 20,570千円 

その他  816千円 

 

延利用人数（年）： 

介護保険    6,275人 

介護予防      150人 

 

1日平均：    17.6人 

稼働率(月平均)：88.0％ 
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Ⅳ 参考 
 令和５年度共同募金委員会関係事業計画（案） 

 

１ 赤い羽根共同募金運動 

（１）令和４年度の全体目標額は 6,968 千円。実績は 6,857 千円となり、目標達成率は 98.4%

となりました。 

(２）令和５年度年度の目標額は、令和４年度の実績（6,857千円）の１％増とし 6,927千円と

します。また、各支部の実績に応じて令和６年度各支部に還元することとします。 

 

２ 歳末たすけあい募金運動 

（１）令和４年度の全体目標額は 2,724千円、実績は 2,570千円となり、目標達成率 94.3％と

なりました。 

（２）令和４年度の激励金配分は、社協支部及び民生児童委員の協力により該当世帯 242 件に

1,210千円が配分されました。 

（３）令和５年度の目標額は、令和４年度の実績（2,570千円）の 1％増とし 2,597千円としま

す。 

 

３ 令和５年度共同募金配分金事業（令和４年度共同募金実績に基づく） 

    岩手県共同募金会が定める「赤い羽根アクションプランいわて」（2019～2023）の基本方

針の安全で安心して暮らすことのできる地域づくりに取り組む住民を支援するとともに、そ

の活動資金は住民の寄付により集まるという「助成と寄付の循環」の仕組みを目指します。 

   従来の社協の地域福祉事業と各団体への助成事業を実施します。 

 

４ 共同募金配分金事業内訳  

区  分 内             容 

共同募金配分金  

 事  業  名 

予算額(千円) 

事業総額 
うち配分

金 

内 

 

 

訳 

配分金 

事業 

福祉バザー開催事業 

心配ごと相談運営事業 

広報・調査活動事業 

一人暮らし高齢者交流事業（交流会・友愛活動） 

ふれあいいきいきサロン事業 

ふれあいホーム利用者送迎支援事業 

障がい者等福祉団体運営 

 （うち障がい者福祉団体助成） 

 （うち民生児童委員活動助成） 

 （わらすっこまつり助成事業） 

支部社協活動助成事業 

一般公募団体助成 

福祉団体等研修活動促進支援事業 

150 

240 

925 

660 

2,400 

550 

708 

 （205） 

（442） 

（50） 

935 

700 

1,722 

150 

240 

925 

660 

1,460 

550 

708 

 （205） 

（442） 

（50） 

935 

700 

10 

小  計 8,990 6,338 

 事業総額 うち募金 

募金事業 歳末たすけあい配分金事業(激励金) 1,600 1,600 

 合     計 10,590 7,938 

 


